
① ② ③

実績額

単位：円 担当課 事業開始前 指標値 単位 目標年月 実績値 事業効果 事業の評価 外部有識者からの意見

指標①
転出超過の改善
（増加分）

総合政策課 △446
△398
（48）

人 令和７年３月
△111
（335）

指標②

ワーケーション等
により2回以上当
市を訪問した企業
数(年間）

総合政策課 0 8 件 令和７年３月 5

指標③
東京圏企業による
市内企業へのIOT
支援事業

総合政策課 0 2 件 令和７年３月 0

指標④
サテライトオフィス
誘致件数

商工課 0 3 件 令和７年３月 1

指標①

女性デジタルワー
ク産業育成事業
の受講者のうち、
起業者数

総務課 0 0 人 令和７年３月 5

指標②
男女共同参画推
進事業者表彰数

総務課
33

(累計）
3

（単年度）
件 令和７年３月 0

指標③
若者への多様な
働き方機運醸成
事業参加者数

地域振興課 0 5 人 令和７年３月 9

指標④
輝く女性日光推進
事業に参加する
企業等の数

総務課 0 3 件 令和７年３月 0
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〔継続〕

日光市新しい
働き方推進に
よるひと・しごと
誘致戦略推進
プロジェクト

2022年度～
　　　2026年度

１　新しい働き方推進事業アドバイザー業務
　　【実施主体：日光市】
　　日光の新しい働き方を推進するため、専門のアドバイザー支援
　　を受け、業務を行った。

２　日光の新しい働き方推進協議会（スマートワークライフ＃Nikko）
　  との連携業務
　　【実施主体：日光の新しい働き方推進協議会（スマートワークラ
　　　イフ＃Nikko）】
　　令和４年８月に設置した官民共創の場「日光の新しい働き方推
　　進協議会（スマートワークライフ＃Nikko）」において、周知啓発、
　　ワーケーションツアー、ビジネスマッチング等を行った。

３　テレワーク拠点施設借上料補助
　　【実施主体：日光市】
　　市がテレワーク拠点施設を借上げ、運営費を補助した。
　　（3年間のうちの2年目）

４　サテライトオフィス等誘致促進事業費補助金
　　【実施主体：日光市】
　　市内へのサテライトオフィス等の立地促進、雇用機会の創出や
　　多様な働き方を支援するため、市内にサテライトオフィス等を整
　　備する民間事業者に対する整備費を支援した。

５　リモートワーク実施支援補助金
　　【実施主体：日光市】
　　日光の新しい働き方の定着に向け、リモートワーク向けの環境
　　整備やリモートワークのお試し利用経費を支援した。

10,410,083
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〔継続〕

日光市女性が
輝く推進プロ
ジェクト

2023年度～
　　　2025年度

8,658,808

１　女性デジタルワーク産業育成事業
　　【事業主体：日光市】
　　デジタル関係で就業を希望する女性を対象に民間事業者と連携
　　し、デジタルスキル習得等の人材育成業務を実施した。

２　女性が活躍する職場環境づくり及び男女が家事と育児をシェア
　　する「とも家事」及び「とも育児」研修
　　【実施主体：日光市】
　　男性の固定的な性別への役割分担を解消することや家事への
　　参加を促し女性の負担軽減、ワークライフバランスの向上を図る
　　ことを目的に「カジュアル家事MEN養成講座」を開催した。

３　輝く女性日光推進事業
　　【実施主体：日光市】
　　市民向け日光市男女共同参画セミナー「しなやかなリーダー
　　シップのための優先順位マネジメント研修」を開催し、リーダーと
　　しての視野を広げ、実務に活かせる具体的なスキルの習得を
　　図った。

ウ 本事業は地方創生に効果があった（ＫＰＩ達成状況は芳しくなかったものの、事業開
　　始前よりも取組が前進・改善したとみなせる場合　等）

エ 本事業は地方創生に対して効果がなかった（ＫＰＩの実績値が開始前よりも悪化し
　　た、もしくは取組としても前進・改善したとは言い難いような場合　等）

起業した人の実績があったことは素
晴らしい。

全ての施策で成果を出すことは難し
いが、取り組んでみることはすごく良
かったと思うので、今回の結果を次
の戦略に生かしていただきたい。

ウ　本事業は地方創生
に効果があった

ウ　本事業は地方創生
に効果があった

実際にサテライトオフィス等誘致促
進事業費補助金を活用したが、認知
度が高まるごとに、移住者や旅行の
合間に仕事をする人がでてきている
ことを実感している。

今後もサテライトオフィス等誘致促
進事業費補助金について工夫しな
がら周知していただきたい。

ウ　本事業
は地方創生
に効果が

あった

ウ　本事業
は地方創生
に効果が

あった

No

④ ⑤ ⑥

交付対象事業の
名称

令和6年度事業内容
本事業における重要業績評価指標（KPI） 本事業終了後における実績 外部有識者からの評価

指標

事業効果の判断基準

令和６年度デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）に係る事業実施結果報告
ア 本事業は地方創生に非常に効果的であった（すべてのＫＰＩが目標値を達成するな
　　ど、大いに成果が得られたとみなせる場合　等）

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等） イ 本事業は地方創生に相当程度効果があった（一部のＫＰＩが目標値に達しなかったも
　　のの、概ね成果が得られたとみなせる場合　等）
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